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経済論叢(京都大学)第152巻第4. 5号. 1993年10. 11月

日本における塩化ビニール産業の

基盤形成とその諸要因

岡 本 利

I はじめに

生

戦後，塩化ビニール(以下「塩ピ」と略)樹脂を企業化した化学会社は30数

社にもおよんだ。当時. ["塩ピ企業群立Jの様相と形容された数多くの企業は，

激しい競争と淘汰を繰旬広げながらも，塩ピ産業そのものは驚くべき急成長を

遂げて短期間に大きな基盤を確立したのである。前稿υでは，その経過につい

て，塩ピ産業の持つ構造的特質から検討を加えた。その上で，塩ピ産業の急成

長がその関連する諸産業に与えた影響，と〈にその後の石油化学工業の飛躍的

な発展に及ぼした影響について観察した。

そこで本稿では，塩ピが戦後の一時期にこのように急成長を遂げるととがで

きたのは，どのような背景に基づ〈ものであったのかについて考察したし、。そ

の場合，戦前から戦時中，さらに戦後にかけての幾つかの要因が考えられるが，

ここではまず塩ピを企業化した代表的な数社について，その実態を具体的に検

証することから始め，ついで化学工業各社が 戦後一斉に塩ピを企業化するに

至った背景を解明してみたい。

1) 岡本利生「日本における塩化ビニール産業の勃興とその影響Jr経済論叢』第148巻第1・2.3
号. 1991年。
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II 塩ピ樹脂企業化の具体例

まず，塩ピ樹脂を企業化した各社の中から，一つは国産技術を基礎に展開を

図った諸企業，いま一つは外国の技術および資本を取り入れて急成長した諸企

業を取り上げ，それら各社における塩ピ企業化の経過を辿ってみることとする。

前者の例は新日本窒素肥料や鐘淵化学であり，後者の例は日本ゼオンやモンサ

ント化成であった。

1 国産技術を基礎にした塩ピ企業化例

ここでは，国産技術で塩ピを企業化した例として，主原料であるカーバイド

を中心に展開した新日本窒素と，塩素を中心に展開した鐘淵化学を取り上げる。

(1) 新日本窒素肥料

言うまでもなく新日本窒素肥料は， 1950年，戦前の新興コンツェルンの一つ，

日窒コンツェルンの解体により発足した新会社である。主力であった朝鮮の在

外資産を喪失した上に旭化成の独立もあって，戦後残された生産設備は水俣工

場(熊本県)のみとなり，硫安を軸にカーバイドを含めての再出発となった。

同社の塩ピを中心とした戦後の企業関係の展開は〔第 1図〕の通りである。

1) 戦前からの国産技術による企業化

同社は戦前すでに19201f代末に.アンモニア合成一一硫安製造を中心とする

生産体制を確立し，わが国最大の硫安製造企業として発展したことはよく知ら

れている。 1924年，アンモニア合成への転換の結果，同社では変成硫安用の石

灰窒素が不要となったため，石灰窒素用のカ一円イドを処理する必要に迫られ，

合成酢酸を中心にアセチレン誘導品の開発・多角化を進めて有機合成化学への

展開を開始していた九その一環として塩ピの研究も始められ， 37年には早く

も塩ピの企業化を決定し， 38年モノマ一合成，翌39年にはポリマ一合成に成功，

2) 下谷政区『目本化華工業史論J(御茶の水害房， 1981年) 138ページ。
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第 1図新日本窒素肥料の企業関連(主として塩ピ関係)

1897 1903 
長野 信濃

電灯 電気

1906 1908 
曾木一一日本窒素
電気 肥料
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信越一一一一信越
窒素肥料 化学

(40拓)
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新日本
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旭ダウ
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41年には日産 3トンの試運転を開始した九当時， 日本国内では，ごく一部の

企業が塩ピに関心を寄せて，技術情報やサンプルを入手し試験研究を始めてい

た引が， 日本窒素はこのときすでに国産技術による塩ピ生産を開始していたの

である九その用途は専ら軍需向けであったが. 42年度45トン. 43年度77トン，

3) こり閣の経緯については，中村清『日本で最初の塩化ピニ ル工場j鎌田正二編『日本窒素史

への証言』続巻第14集 (]991年)62-98ページに詳し， '0  
4) 戦前，海外文献の翻訳紹介のために創刊された『化学評論I誌上に，大阪工業試験所の技師
山田正盛が.rヴイール樹脂に関する最近の研究Jと題して技術情報を掲載した。内容はほとん
ど海外技術の紹介で，国産技術は l件も見当たらない。『化学評論』第4巻第10号(化学評論社，
1938年)381-94ベージ，第5巻第3号 (39年)99-113ページ，同第10号(同年)379-90ベー
ジo また，当時塩ピに関心を持った企業としては， r海外での塩ぜ企業化の成功は，わが国の塩
ピ研究熱を刺激し， 1937年には日本窒素肥料(現田チッソ)が塩ピの合成研究に着手したのを始
め， 38年には日本化成，古河理化学研究所， 42年には大日本セルE イド(現・ダイセル化学)，
東京芝浦電気の各社が研究に着手した」。三菱ぞン叶ント化成株式会什『三菱モンサント化成30

年史J(1982年)11ページ。
5) r日本窒素肥料は当時わが国でほとんど唯一の困産メーカーであった」。前掲『三菱そンサント
化成30年史J(1982年)12ページ。「水俣の塩ピパイロヅト工場は， 日本独自の技術による先駆工
場としての栄誉を担った」。前掲，中村， 63ページ。
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44年度116トンと，戦前すでに合計238トンに及ぶ半業生産を行っていたのであ

る的。

同社の塩ピ製造設備は戦災により完全に破壊された。しかし，注意すべきは，

戦時中の塩ピ製造技術が戦後に大きく活かされることとなった点てある。すな

わち，戦後しばらくは傾斜生産方式による硫安製造に注力していた同社は，そ

の聞にもカーパイド・アセチレン誘導製品(合成酢酸が中心)の生産実績を上

げ，次第に有機合成化学の比重を高めながら.49年，他社にさきがけて塩ピの

企業化に踏み切ったのである。その後52年には，軟質塩化ピニ ルに不可欠の

可塑剤η を，国産では初めて，自社技術によりアセチレンから誘導生産するこ

とに成功して，独占的シェアを確保し，売上高を急速に伸ばした。その結果，

〔第 1表〕にみる通り，有機部門の売上高が無機部門の売上高を追い越して急

拡大し，有機合成化学工業へと転身を果たした。塩ピおよび可塑剤の急成長が

大きく寄与したのてfある。

2) 積水化学の発足(加士部門の確立)

1947年，日本窒素肥料の有志が，商事活動を目的として積水産業を設立し，

翌48年，積水化学と改称するとともに合成樹脂の加工を開始した。この日本窒

素にとっての新会社は，樹脂加工分野へ積極的に進出することの重要性を認識

し.rゆくゆくはプラスチソク成型加二Lを主流とする生産会社とし，市場に密
着したプラスチック総合企業化を進めJ"ることを目指して出発したのである。

当初は酢酸繊維素の成形加工で細々とスヲートしたが.新日本窒素肥料での塩

ピ樹脂生産開始とともに塩ピの成形加工を手がけ，特に硬質塩ピパイプの加工

6) ょの在庫が，戦後塩ピの企業化ないし輸入許可までの問，加工段階の技術蓄積に貴重な役割を

果たした。「塩ピ樹脂の加工は未知のものに等しかった。加工原料として当初用いられたのは，

戦時中に生産された在庫品で， 日本窒素の“ニポリット"が主体であった」。前掲『三菱モンサ

ント化成30年史J13ページ。(“エポリット"とは日本窒素の塩ピ樹脂の商標!筆者在。)
7) 可塑剤とは.r剛直な高分子に添加して塑性を与え.加工性を改良する物質」で.r代表的な可
塑剤としてー…7タル酸ジオ7チル(DOP) ーなどが.ポリ塩化ビニールを怯じめ干重々の合

成樹脂，告成ゴムに対して用いられているん『岩波理化学辞典』第3版増補版(岩波書窟.1986 

年)244-5ページ。

8) 積水化学工業株式会社 f30年の歩みJ(1977年) 4円ージ。
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技術を確立したことを契機に，めざましい発展を遂げることとなった。

積水化学での加工事業の展開は，日本窒素からの人材の受入れ引を中心に，

原料樹脂の確保や技術的連携に負うところきわめて大きかった。また一方，日

本窒素にとっては，加工分野を子会社で行うことにより，塩ピ樹脂の大量消費

先を確保した上で，自社は樹脂生産に専念することができたのてPある。このよ

うに，塩ピ樹脂の生産・加工の分業関係を通して，両社それぞれに経営基盤を

固めるメリットは非常に大きいものがあったと言わねばならな， '0 

硬質塩ピパイプの製造は，奈良工場での試験研究の後， 53年には京都工場で

量産を開始した。とくに， 54年，東京都庁による水道管の規格認定を得た後は，

折からの建設ブームに乗って増設をくり返し，業績を飛躍的に伸ばして業界の

主導的立場に立ち'"塩ピを中心とする樹脂加工大手メーカーとしての不動の

地位を確立した。さらに塩ピの加工技術を応用して， 53年から54年にかけて尼

崎工場でポリエチレンのフ fルムやチューブの生産に先鞭をつけた後は，石油

化学工業系の合成樹脂加工をも積極的に展開した。

3) 日信化学の設立(塩ピ樹脂の増産)

塩ピの企業化にあたり，新日本窒素肥料は，アセチレンi原は戦前から自家保

有していたが，塩素源については同系の旭化成に依存したきた。しかし，塩ピ

生産の急拡大に伴う原料塩素の安定確保は焦眉の急となってきた。そこで， 55 

年，信越化学との共同出資により，武生市(福井県)に自信化学を設立し，そ

こでも塩ピ樹脂の生産を開始することになった。アセチレン源は，隣接の信越

化学武生工場から供給を受け，塩素1原は，苛性ソーダを併産する電解法によら

9) 積水化学の日本窒素 (50年以降は新日本窒素)からの人材受入は 47-49年の問に39(事務系
20，技術系19)名， 51-56年の聞に4006， 24)名.59年以降2702， 15)名と，特に創業開始
かb事業拡大の時期を中心に，合計106(48， 58)名の多きに上った。仲森清「水俣と積水」鎌
田正二編『日本窒素史への証言I巻第15集 0982年)33-5ページ。また，当時の積水化学の役
員構成をみると， 1953年3月末時古で，取締役1O(内日本窒素出身者8)名，監査役 2 (同 2)
名， 56年3月末，取締役14(同11)名，監査役2 (同 2)名， 59年3月末，取締役17(同14)名l
監査役2 (同 2)名.62年3月末.取締役19(同16)名，監査役2 (同 2)名， と経営陣の大部
分は日本窒素出身者で占められていた。積水化学『有価証券報告書総覧j。
10) 前掲，岡本， 180ベージ，第lZ表。
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総完上高 無機部門 有 機 部 門 その他

「合合計 合 計 計 内酢酸繊維 内塩化ピニール 内可塑部l ノ円、、 計
年度

金額 金額 比率 金額 比率 金額 比率 数量 金額 比率 数量 金額 比率:金額 比率

1950 2，945 1，642 55.7 865 29.4 134 63 2.1 438 14.8 

55 6，264 2，405 38.4 3.859 6l.6 859 10.6 6，558 4，811 1l.9 4，017 1，093 17.4 

60 14，679 3，403 23.2 11，285 62.5 2，097 14.3 '24，228 2，606 17.8 18，286 4.481 30.5 

(単位 トン，百万円，
新日本窒素肥料の売上高構成の推移第1表

l注) 比率は対総売上高比率。

l出所) 同社『有価証券報告書総覧jより作成。

(
A
P
0
3
 

%) 

総売上高 油脂製品 化・合成品 塩化ビニール 塩ピ電線 醸酵・食品 その他

金額 金額 比率 金額 比率 数量 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率

1950 2，099 624 30.0 354 16.9 388 172 8.2 22 l.0 228 10.9 700 33.3 

55 5，084 1，741 34.2 647 12.3 5，355 825 16.2 332 6.5 635 12.5 924 18.2 

60 11，491 3，174 27.6 1，492 13.0 34，811 3，653 3l.8 896 7.8 1，159 10.1 1，116 9.7 
L 

トン，百万円，(単位
鐘淵化学の売上高構成の推移第2表

】口一可(註) rその他jには，紙類(洋紙，和紙)，医薬品，化粧品などを古む。
(出所) 同社『有価証券報告書総覧jより作成。
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ず，塩化カリの硫酸処理により賄うこととした山。操業を開始したのは，生産

能力月産500トンの大型設備が動き出した翌日年のことであった。日信化学の

塩ピ樹脂の販売は，全量新日本窒素肥料が引き受け，同社は塩ピ販売シェア上

位に踊り出た。その後65年，信越化学が，自信化学の全株式を取得して同社を

完全に傘下に収め，塩ピ業界シふア第 l位の座に着くことになる。

4) 以上から，新日本窒素肥料の場合，次の諸点が特記される。すなわち，

①戦前からの国産技術による企業化であった，②塩ピ樹脂の増産を信越化学と

共同での日信化学の設立により実施し，樹脂生産分野では日信化学分を合わせ

るとシェア 1-2位の地位を確立した，③同系の積水化学が加工部門を担当し

て，特に硬質塩ビパイプ分野で首位の座を確保した。さらに，塩ピ以外にも多

種類の合成樹脂加工にまで多角化を行い，加工大手メーカーの基礎を確立した。

こうして，新日本窒素肥料は，国産技術を中心に，関連会社と生産・加工両面

で分業体制を構築し，塩ピ産業の中で確固たる地位を確保したのである。

(2) 鐘淵化学

鐘i崩化学(以下「鐘化」と略)は，鐘淵紡績(以下「鐘紡」と略)が戦後の

企業再建整備のため， 49年，繊維以外の事業を分離して第 2会社山として設立

第2図 鐘淵化学の企業関連(主として塩ピ関係)

1886 1888 1889 1944 1946 
東京 鐘淵一一一鐘淵 鐘淵ー鐘淵ー十
綿商社 紡績会社紡績 工業 紡績|

機維，木材，造機，鉱山 I1949 
以外の事業8工場を分離し鐘淵化学

1951 
三和ピニ ル工業
(鐘淵化学系)

1971 
鐘紡

1965 
三和化成工業

IJ) 有沢広巳監修『日本産業百年史』下巻(日本経済新聞社， 1967年)56ページ。
12) 鐘化設立時の模櫓は，鐘淵紡繍株式会社『鐘紡百年史J(1988年)494-7ベージに詳しL、。中
でも，鐘化の初代社長中司清が，社長就任の挨拶で， r新会社はその名の示す知〈第二会社で，
子会社でも孫会社でも，傍系会社でもない，鐘紡そりものであり，役員，従業員は，撞紡の分身
・」と強調している占が興味をひ〈。
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した企業である。同社の塩ピ関連の企業展開は[第 2図]に示しておいた。

1) 鐘紡は，もともと天然繊維(綿，絹，麻など)中心の会社で，同社の化

学工業への本格的な進出は， 34年，高砂(兵庫県)と防府(山口県)の人絹工

場創設に始まる。その後39年，ビニロンおよびブタジエン系合成ゴムの開発に

成功したのを契機に.紙，硫酸，金属，木材等の新分野に積極的に進出した。

戦後49年，鐘紡は，天然繊維以外の非主力部門を分離して，鐘淵化学として独

立させたが，そのほとんどが採算に合わないものであったという山。そこで，

重点的に，大阪工場の塩ピと電解事業，高砂工場のプタノ-)レ醸醇事業および

坂本工場の塩ピ電線事業を中心に，鐘紡の戦前からの技術・設備・および人的

遺産を受け継いで，事業展開を図ることとなった。とくに塩ピ関係についてみ

ると，鐘紡は，戦時中のブタジエン系合成ゴムの研究を基礎に，戦後48年，塩

ピの研究を開始した州。鐘化に引き継がれてからも，引き続きパイロット・プ

ラント(月産 5トン)による工業化試験を続けた上， 50年には，大阪工場で，

月産60トンの塩ピ樹脂工場(鐘紡の合成ゴム設備を借用)の生産を開始した。

その後は急ピッチで増設・増産を続け， S7年には月産2，000トンに達し，塩ピ

樹脂業界第 2位のシェアを占めるにいたった。また，この増産に合わせて電解

工場の増設を進め， 50年の電解工場新設から57年までの 7年間に，約 7倍規模

に拡大しているo この間，カーバイドは，全量外部からの購入に頼っており，

13) 鐘化創立当時，鐘紡から引哲継いだのは，①高砂(油脂 食品 農薬，電解ソーダ).②大阪
(洋紙).③坂本(エナメル電線).④東京(化粧品，医薬品).⑤兵庫(化粧品，塩ピ.チュウイ

ンガム).⑤土佐(和紙)，⑦宇和島(澱粉，カラメル).の7工場で，立地も生産も多岐に亘り，

高砂，坂本の両工場。みが辛うじて採算の取れる工場であった。このため，不採算工場を次々と

整理せざるを得なかった。すなわち.50年には東京工場の医薬品事業を廃止.53年には宇和島工
場を譲渡，翌54年には土佐工場を閉鎖する等，合理化に務めた。鐘淵化学工業株式会社『鐘淵化

学10年J(J959年). 6ベージおよび付属年表。
14) r鐘紡が戦後，塩ピの研究に取り組むことになったのには，三つの大きな動機があった。第1
は電解ソーダの副生塩素の利用，第2は戦前研究していた合成ゴム技術D活用，第3は，これが

決定的な動機となったのだが，通産省白日比芳治郎技官の勧めであった。日比技官は.戦後のプ

ラスチック工業全般の方向づけを行った行政側の中心人物で，と〈に塩ピ工業の発展は彼の貢献

に負うところが大きかった」ロ鐘淵化学工業株式会社『化学士越えて カネカ40年の技術水準』
(1990年)72-3ベージ。この，日比技官や.後述の東京工業試験所の水谷久一技官などは，日本
の塩ぜ樹脂の工業化を強力に推進した革新官僚として知られる。
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カーバイドメーカーに見られるような大型電気炉建設の負担を免れていた国。

2) 加工面に目を転じると，まず自社での加工体制を強化し，坂本工場で塩

ピ電線の研究に着手して. 52年には月産200万mの工場を完成させている。ま

た硬質塩ピパイプについては. 51年に研究を開始して翌52年には試作に成功し，

これを基礎に久保田鉄工と共同開発を行い，久保田鉄工は55年にこれを企業化

し1ぺ積水化学，長浜樹脂とともに業界大手を形成した山。

3) こうして，鐘化における塩ピ樹脂の売上高は〔第2表〕のように急激に

伸び，創業10年目の60年には，総売上高の約32%をも占めるに至った。このよ

うな鐘化の塩ピ事業発展の背景としては，①鐘紡での戦前からのビニロンや合

成ゴムの技術蓄積がそのまま受け継がれた，②電解ソーダ中心の事業展開で，

カーパイドは全量購入のため，カーバイド関連の投資負担などを回避できた，

③加工分野では，自社内に塩ピ被覆電線工場を持つとともに，久保田鉄工との

共同開発により硬質塩ピパイプ部門での急成長が約束され，大量消費基盤が確

立された，などが考えられる。これらが重なって，塩ピ樹脂業界第2位の地位

を確保し続けたのである。

(3) 以上，国産技術をベースとした塩ピ企業化の代表例として，カーバイド

系では新日本窒素，塩素系では鐘化を取り上げて，それぞれの経過を観察した。

カーパイド系企業としては.新日本窒素以外にも，鉄興社，日本カーハイド，

電気化学，信越化学などがあるが，信越化学を除けば，その後の塩ピ事業の展

開は必ずしも成功とは言えなかった。これは，①塩ピ事業の位置づけが，余剰

資源であるカ ノミイドのあ〈までも副次的な有効利用にあり，②とくに加工部

15) たとえば， 日本カーパイトーが52年魚樟工場に建設した24.00州V電気炉の建設費は約570百万円，

電気化学工業が53年青海工場に建設した25.000kW電気炉では486百万円，同じ<57年大半田工場

に建設Lた25.000kW電気炉では655百万円と 当時としては大型の設備投資金額であった。各社

『有価証券報告書総覧lより。
16) 久保田鉄工 cr:l:.本業の鋳鏡管事業を多角化するため， 51年頃から硬質塩ピパイずの研究を開
始Lたが， r当初から，主要原料の供給先である鏑淵化学D協力によって進め，同社の斡旋によ
旬ウインザ一社製押出機を譲り受け，堺工場で試作と研究を続けた」。久保田鉄工株式会社『久

保田鉄工八十年の歩みJ(1970年)350ーlベージ。
17) 前掲，岡本， 180ベージ，第12衰の
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門への展開が十分でなかった，ことにあったと思われる。一方，電解塩素系企

業としては，鐘淵化学の他に，呉羽化学(呉羽紡績から分離独立)，東亜合成

などがあったが，概して塩素を出発原料として塩ピ事業を展開したこれら企業

は，カーバイド製造のための大型電気炉関連の設備投資負担がなかったことも

あって，その後の成長発展に目覚ましいものが見られた。

2 外国技術および外国資本による塩ビの企業化例

新日本窒素肥料や鐘化など数多くの化学会社が，自社開発の国産技術で塩ピ

を企業化したのとは全く対照的に，次に取り上げる日本ゼオンとそンサント化

成は，外国からの技術および資本の導入により，塩ピ専業の新会社として設立

きれ，塩ピ事業に参入した，いわゆる外資系企業である。

ところで， 49年ごろからの爆発的な市場拡大に伴う塩ピ企業化ラッシュのな

かで，国産塩ピ樹脂の品質，価格さらには供給量をめぐって，のちに述べるよ

うに，塩ピ樹脂業界と加工業界との聞に対立が深まった。輸入品に比べて品質

が悪い上に価格が高く，また供給量も十分でない国産品に対して，加工業界の

不満は頂点に達したのである。この問題解決のために，塩ピ樹脂業界では，外

国技術導入の動きが起こってきた。折りしも50年に「外資法」山が制定された

こともあり，これに基づき，日本ゼオンが設立され，続いてモンサント化成も

発足した。なかでも日本ゼオンの設立は，他樹脂メーカーの猛反対と，加工業

界の大賛成と，賛否両論が渦巻くなかでのこと聞であった。このような外資系

18) 1950茸5月公布. 6月施行の「外資に関する法律」は，その第 1条(目酌)にみる通り.r日
本経済の発展に寄与するような優良外資に限って導入を認め，導入を露められた優良外資には，

外貨送金の確保など適切な保護措置を講ずる」ためのものであった。しかし.rそれは先ず外資
導入に対する『規制lとして出発1-，規制に合格したものに優遇措置を講じたとみる方が茸当で
あろう」。通商産業省企業局編『外資導入 その制度と実態ーJ(通商産業調査会編. 1960年) 5 
ページ。「同法施行初期においては，政府の技術 資本提携に対する審査は極めて厳1-< .優良
外資を選別する窓口としての機能が強く押し出されていた」。三菱モンサント化成株式会社 I三
菱モンサント化成30年史J(J 982年)53ベ ジ。
19) 日本ゼオン設立反対運動については，塩化ビニール協会『塩化ビニール工業の歩みJ(1964年)
287-89ベージ，日本ゼオン株式会社『日本ぜオン二十年史J(1972年)91-3ページに詳しい。
結局，塩ぜ樹脂業界の猛烈な反対運動も収まり，日本ゼオン設立に落ち着〈が，この間，本間ノ
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企業による本格的な量産体制の確立は，国産樹脂メーカーを巻きこむ激しい競

争を生み出し，競争激化の中で，塩ピ事業を積極的に展開するものと，中止し

て他分野へ転進を図るものとに分かれる画期を与えることとなった。

(1) 日本ゼオン

外資法の制定を機会に，米国のグッドリッチ・ケミカル社制と日本側古河系

3社(横浜護諜，古河電工，日本軽金属)とは， 51年，共同出資で日本ゼオン

を設立して塩ピを企業化した。導入技術は懸濁重合方式と言われるもので，高

品質の塩ピ樹脂が低コストで得られる，当時としては画期的な技術であった。

日本ゼオンに関連する塩ピ関係の企業は〔第3図〕に示しておいた。日本ゼオ

ン設立に関連して注目すべきは下記の諸点である。

第 3図 日本ゼオンの企業関連(主として塩ピ関係)
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¥題を所管する通産大臣が，横浜謹護製造司会畏から一転そのポストについた稲垣平太郎ぜあった

二とは注目に値する。

20) グァドリアチ 令ミカル干土は. 7"/ドリッテ祉の B事業部のひとつとして，各種プラスチック
や特殊合成ゴムを製造し， と〈に塩ピ樹脂については，量と質の両面で世界最高の座を占めてし、

た。前掲「日本ゼオン二十年史J77ベージ。
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1) まず第1に，古河系3社には，戦前からの関連技術の蓄積と，さらに戦

後の新たな技術的知見が積み重ねられていて，グ γ ドリッチ・ケミカル杜の高

度な技術を受け入れ Cこれを十分消化し得る技術的基盤がすでに形成されてい

たことである。これを 3社について見てみるとm ①自動車用タイヤの大手

メーカー横浜護諜製造22)は，戦前1941年，天然ゴムの輸入途絶による代替品と

して，塩ピ日産 1トンのテスト・プラントの試験生産を開始し， 43年には，日

産15トンの工場建設を計画した経緯(未完のまま敗戦)がある。戦後その技術

を活かして， 46年に，塩ピ日産llOkgの製造を開始したが，採算の点で一時生

産を中止していた。②古河電工は，銅線を中心とする電線メーカーで，戦前

1937年に，当時の海軍からフランス製の被覆電線を入手し分析した上で，早〈

も38年には本格的な文献調査とモノマーの合成および重合の研究を開始してお

り， 41年には，同社の古河理化学研究所において懸濁重合のテストを行う程の

技術的基盤を備えていた。③日本軽金属は，もともと豊富な水力自家発電によ

るアルミニウム精錬の大手で，戦後，清水工場(静岡県)でのアルミニウム精

錬用に，苛性ソーダを確保する目的で水銀法電解工場を建設し，同時にその余

剰電力を利用してのカーバイド工場も建設した。その際発生する副生塩素と水

素の有効利用を検討していた時，たまたま49年，後に述べる東京工業試験所に

おける塩ピの公開共同研究に参加する機会があり，その時の知見が基礎技術と

なって， 49年末.蒲原工場(静岡県)に塩ピ月産10トンのテストプラントを建

設して，翌50年，生産を開始していた。

2) ところで，古河グループとグッドリッチ社とは，戦前の横浜護諜製造設

立以来の緊密な関係があり，それは戦後にも引き継がれていた。 50年，横浜護

諜の経営者がグッドリッチ社の塩ピ工場を視察する機会があり，同時に，米国

21) 前掲『日本ゼオン二十年史J(]972年)37-8ページ。
22) 横浜謹諜製造は. 1917年，横浜電線(古河鉱業が経営参加)とアメリカのピーーエフ グッド

リッチ社との共同出資により設立された。横浜護摸製造株式会社『横浜護課四十年史J(J 959年)
6-14ページ。
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の塩ピ事情をつぶさに見聞した結果，塩ピ企業化に強い関心を持った叩。これ

が，古河系 3社の共同歩調による日本ゼオンの設立に繋がった。日本ゼオン設

立に当たっての参加各社の役割分担は，①グッドリアチ・ケミカル社は塩ピ製

造技術の提供，②横浜護諜は情報収集，計画立案および製品加工(フィルム・

硬質塩ピパイプ等)，③吉河電工は製品加工(電線)，④日本軽金属は技術ス

タッフ，原料および工場設備の提供，となっておりベ有力な加工部門をグ

Jレープ内部に持ち，企業化に万全を期している。その上で，塩ビ月産能力初年

度100トン，以後毎年100トンずつ増加し 5年後には月産能力500トン，とい

う大規模な計画を樹てて，市場を席捲しようとしていた。

3) さて，グッドリッチケミカル社の資本参加の条件は，①塩ピの製造技術

提供対価175百万円，対価相当分の株式取得35%，②特許使用料として年間販

売高に対し，初年度1.5%，第 2年度2，0活，第3年度以降毎年3.0%，期間15

年，③貸付金63百万円，期限5年，利率年7%，等であった。これは当時とし

てはかなり厳しいものであった叩が塩ピ専業の合理的経営でこれを吸収し，

塩ピ各社の中では抜群の業績を上げることとなった加。

4) このように，外国技術および資本の導入により，戦後塩ビ事業に参入し

た日本ゼオンの場合，①古河系3社には，導入技術を十分に消化し展開できる

技術基盤が，すでに戦前から蓄積されていた，②加工部門を 3社内部で分担保

有していた，③外資導入に際し，グッドリッチ・ケミカル社の出資比率を35%

に抑えて日本ゼオンとしての経営の自王性を確保していた2ヘ等の点が注目さ

23) 横浜ゴムの稲垣平太郎棺談役は.50年5月，グッドリアチ社の十イヤガラフォールスZ場を視
察したが，塩ピ月産400トJ の工場を， 50名たらずで運転しているのを見て驚嘆した。その内訳
i主，工場長 l名，運転関係8名，ボイラ -4名，研究者7名，修理工9名，その他，というもの
で，高い生産性の秘密はここにあった。前掲 『日本ゼオン二十年世J91ベ ジ。
24) 前掲『日本ゼオン二十年史J76ベージ。
25) 技術供与の対価に関するグッドリッチ・ケミ刀ル社との折衝と， GHQおよび政府の承諾取得
りための交渉は難渋を極めた。その経緯は，前掲『日本ゼオン二十年史J.87-90ベージ参開。
26) 前掲，岡本， 175ページ，第9表。
27) グγ ドリアチ社の技術科および持株の処理に関して，横浜護諜が戦時中から戦後にかけて取っ
た処置(技術科に関しては，大戦中同社からの技術提供が全〈なかったにもにも拘らず，契約期
間中であるとの理由で，支払技術科を克明に計算して社内積立てとしていたこと，またj 戦/
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れる。こうして日本ゼオンは，やがて塩ピ業界随一の立場を確立することにな

るのである。

(2) モンサント化成(三菱化成)

戦後，化学工業各社が有機合成化学分野，なかでも塩ピ事業に競って参入し

た中で，三菱化成は，独特の方法で塩ピを企業化した。もともと三菱化成は，

黒崎工場(福岡県)を基盤として事業を展開して来たのであるが，塩ピの企業

化に関しては，全く新しし四日市を中心に中部地区で行う方針を固めた。そ

の上で，原料および用地を確保するため，既存の企業を傘下に収め，加工工場

を自社で保有し，さらに外国の資本および技術を導入する等して，塩ピ事業を

集大成したのである。三菱化成における塩ピ関係企業の図式は〔第4図]に見

る通りである。ここでは，その経過の概要を見ることとする。

1) 塩ピの研究開始とアセチレン化学の展開

三菱化成における塩ピの企業化は，その前身である日本化成が，戦前1941年，

大阪工業試験所で塩ピモノマーの合成および重合の研究に着手したことから始

まった問。戦後，黒崎工場の従来からの石炭化学に加えて，アセチレン化学を

確立し，総合化学工業を目指す構想のもとに，まず塩ピが選択された。塩ピ選

択の理由は，①戦時中の研究開発による技術的蓄積がある，②戦後のアメリカ

などの状況から熱可塑性樹脂の発展が期待される，③カーパイド原料の石灰石

や，電解法苛性ソーダの副生塩素が，谷易に得られる，④合成ゴム関連技術者

に新しい途が開ける，などであった。その上で，黒崎工場の石炭化学とは別体

系のアセチレン化学の拠点として，四日市地区への進出が決定されたのである。

同地区は，中京地区という大消費地を控え，港湾設備，輸送，労働力，工業用

¥後，同社の持株を持株会社整理委員会に提出しなかった，等)を，戦後グッドリッチ杜が高〈評
価l.-，両社の提携交渉に大いに役立った。前掲『横浜護護四十年史J445ベージ。このことが影
響して， rグッドリヴチ・ケミカル社l5l円本#オンへの出資が35匹で忘ったにもかかわらず，イ
ナガキがいる聞はグヅドリッチーケミカル仕からは役員吉派遣しないと言フた」。稲垣平太郎
『私の履歴書』第36巻(日本経済新聞社， 1969年)68ページ。
28) 目本化成は， 1941年.大阪工業試験所内に臨時ゴム研究所を設置して，塩ピモノマーの研究に
着手した。 42年，同研究所は黒崎工場に移転し，以降塩ピの研究開発は黒崎工場が中心となった。
三菱化成工業株式会社『三菱化成社史J(1981年)付属年表。
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第 4図 三菱化成の企業関連(主として塩ピ関係)
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水など，工場立地の基本的な条件を満たしており，同地区への進出は，三菱化

成の将来の事業展開にとっての必須条件である，との判断によるものであった。

2) 東邦化学問(アセチレン源並びに用地の確保)

29) 1939年.東邦電力は日本ステ J レスと共同で第二ステンレスを設立，その後，東邦重工業と改

称して，四日市でクロム鋼0生産を開始した。 42年，大同製鋼が同社株式の58%を取得し亡，隣

接地に特殊鋼工場建設を予定したが，敗戦後，その用地を東邦重工業に譲渡した。同社は，電気

関連設備を利用して，カーバイドの生産を開始し， 46年東邦化学と改称した。前掲『三菱化成社

史J176ペジ。
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四日市地区での塩ピの企業化にあたり，まずアセチレン源確保のため，同地

区のカーバイドメーカーである東邦化学からカーバイドの供給を受けて，隣接

地に塩ピ工場を建設する計画を立てた。同社との提携交渉は，①両社協力して

四日市でアセチレン系合成化学を企業化ずる，②三菱化成はカーバイドの原料

コークスを東邦化学に提供する，③東邦化学は三菱化成の塩ピ工場建設に必要

な用地を提供し，かつ原料カーパイドを供給する，④三菱化成は東邦化学を技

術面で援助する，などが骨子で， 49年，合意に達した刷。この提携により，三

菱化成は，四日市地区での塩ピ事業を中心とする有機合成化学工業への進出基

盤を確保したのである。とりわけ，工場用地に余裕刊のある東邦牝学と提携し

た意味は格別大きいものであった。提携合意後，三菱化成は東邦化学の経営再

建のため， 51年には早くも同社へ役員派遣を行うと同時に，東邦化学の全株式

を取得し，さらに53年には同社を吸収合併して，広大な用地もろとも，名実と

もに三菱化成の所有とした。アセチレン源を確保するための東邦化学との提携，

さらに同社の吸収合併は，単に三菱化成の塩ピ事業展開のためのみならず，同

社を中心とする四日市地区における，その後の三菱グループの石油化学工業の

発展に大きく寄与したので島る。

3) 東海硫安(塩素源並びに用地の確保)

次に， もう一つの原料である塩素i原を四日市地区で確保する必要から，東海

硫安がクローズ・アップされた。同社は，戦前の肥料統制会社であった日本肥

料臼)が， 48年，旧四日市海軍燃料廠却の一部設備を転用して硫安の製造を行う

30) 前掲『三菱モンサント化成30年史j23-4ベージ。

31) r東邦化学が直接所有していた工場用地は，およそ76万ばあり，また隣接地域には約189万ばに
もおよぶ旧海軍燃料廠跡地中三重県県有地，さらに近畿日本鉄道所有の未利用地などがあったJ。
前掲『三菱モンサント1tJ成初年史j23ページ。これらの広大な敷地は三菱化成の将来計画には極
めて魅力的なものであり，その後いずれも払い干げまたは買収により，三菱化成の所有となった。

32) 1936年重要肥料業統制法，さらに37年臨時肥料配給統制法か制定され.これに基づいて硫安販

売醤杜という国策会社が設立された。統制の強化で， 38年日本硫安株式会社となり， 39年には肥

料配給割当制度が実施され， 40年，硫安，燐酸肥料，加里塩などの中枢配給機関を統合して出来

たのが日本肥料株式会朴で島品。森七郎『イt坐肥料の涜遇機構J(御茶白水害房 1964隼) 5-6 
ベージ。

33) 連合国D占領政策が変化L 1949年のアメリカによる対日賠償の取り立て申止，太平洋岸製ノ
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ために発足させた会社である。同社の燃料廠跡地利用計画(石油精製と硫安生

産)が，三菱グループの構想と一致したため. 51年からはその窓口の役割を果

たしていた。この過程で，三菱化成，旭硝子，三菱金属鉱業の 3社が，同社の

株式の約80%を保有した。結局，大株主の三菱化成が経営の実権を握って再建

にあたり，東海硫安を傘下に収めることとなったのである刷。

このように，東海硫安を傘下に収めたことは，単に塩素源の確保にとどまら

ず，旧四日市海軍燃料廠跡地への進出を可能とし，東邦化学の場合と同様，そ

の後の三菱グループの大発展を約束する基礎となったのである。

4) 長浜ゴム(樹脂加工技術基盤の確立)

戦後日本のプラスチック工業の繋明期 (1947-48年)に.その先駆者として，

塩ピ樹脂加工製品のトップメーカーとなったのが，長浜ゴムである。その前身

は戦前にさかのぼる。 43年，三菱化成は，戦時統制経済の下，企業整備による

転換を追られていた(株)大塚商庖の長浜ちりめん工場(滋賀県)を買収劃し

て，同社の岐阜工場長浜分工場とし，三菱化成の技術陣と合成ゴム加工試験設

備を移して，軍需生産を継続した。きらに翌44年には，同じく企業整備による

転換を迫られていた，東京の亀戸ゴム工業の経営を引き受け，天然ゴムの加工

をも引き継いだ。

45年，敗戦の結果，合成ゴムによる軍需生産は幕を閉じた。そこで亀戸ゴム

を東京から長浜に移転出して，天然ゴム加工へと転換した。こうして合成ゴム

に加えて天然ゴムの加工技術の蓄積が進んだのである o 46年，三菱化成から分

¥油所の再開などの措置が取られると，旧軍燃料廠(四日市!徳山，岩国)の活用問題が，用地の

払いすげ問題とも絡み，大きな政治問題にまで発展した。二転三転の論議の結果，四日市地区は

三菱化成・昭和石油グループに，徳山は出光興産 I~. 岩田は三井グループ(三井石油化学中心)

と日本鉱業に，それぞれ払い下げか決定した。前掲 f三菱化成社史J184-7ベージ。
34) ちなみに同社は.61年に東海瓦斯化成と改祢したが. 67年には三菱グループの石油化学事業の

中核である三菱r由化に吸収合併された。三菱地化株式会社『三菱油化30年史J11988年)付属年
表よれ

35) 滋賀県史編纂委員会編『滋賀県史』第4巻「昭和編J(1960牢)602-3ページ。
36) 亀声ゴムを東京から長浜へ移転した理由ほ，当時，宍然ゴム加工の実繍のない企業は天然ゴム

の配給が受けられなかったため，亀戸ゴムにおける天然ゴム加工の実通を基礎に，天扶ゴムの割

当を受けようとしたため! と言われる。前掲『滋賀県史J603ページ。



日本における塩化ピニール産業の基盤形成とその諸要因 (419) 119 

離独立町して，長浜ゴムと改称し，さらに49年，長浜ゴムは，定款の事業目的

に「合成樹脂の加工と販売」を加えて，本格的な塩ピ加工に乗り出した。軟質

塩ピフィルムおよびシートの併産開始，さらに，パイプ，床タイルと，積極的

に軟質塩ピ加工の事業展開を図った。 51年，後述の三菱モンサント化成が設立

されると，軟質塩ピ部門を同社に委譲調j して，長浜ゴムは硬質塩ピ加工に転換

した。翌52年には，硬質塩ピシート，パイプおよびプレートと矢継ぎ早に上市

して市場を拡大した。

塩ピ加工で蓄積された技術は，その後の石油化学系合成樹脂の加工にも活用

されはじめた。すなわち，長浜ゴムは. 52年からは，ポリエチレンおよびポリ

スチレンの加工を大h的に行い，さらに59年からは，合成樹脂フィルム分野に

参入するなど，樹脂加工分野での多角化を図った。その間，総合樹脂加工メー

カーとして.58年には社名を長浜樹脂と改称、し，さらに62年には，三菱樹脂に

変更し，名実ともに云菱グループにおける汎用樹脂加工の基盤を確立し，その

後の石油化学系合成樹脂の発展に加工面から大きく寄与したのである。

5) 三菱モンサント化成(外資系塩ピ専業会社の設立)

このように三菱化成では，塩ピ事業を四日市地区に確立する方針の下に，東

邦化学と東海硫安を軸に，原料面での生産基盤を確保し，一方，加工面では長

浜ゴムを軸に，軟質・硬質両面での塩ピ加工技術を着身と蓄積して行った。

しかし，各社の塩ピ企業化計画が相ついで表面化して競争が激化する中で，

黒崎工場で生産する塩ピ樹脂は，技術的，品質的にきわめて不満足なもので

あった。その上，他社の海外技術導入や合弁の計画も出始めたため，海外企業

との技術提携が検討課題として浮上するこーととなった。その結果，有機合成化

学の分野で欧米諸国に大き〈遅れていたことも手伝い，単に技術の習得にとど

37) 分離独立の理由は，財閥解体が行われたことと，天然ゴムが相場商品で価格変動が著しく，業

績が不安定であったζ と，によると言われる。前掲『三菱化成社史J174ベージ。
38) モンサント化成は，名古屋加工工場での軟質塩ピフィルム工場建設からスタートしたが，同工

場での最新技術による新鋭設備運転のため，三菱化成から長浜ゴムに派遣していた技術者を充て，

農業用塩ピフィルムを生産したロまた，その後，三菱j由化のポリエチレンフィルム加工を長浜樹

脂で行ったが，これらはいずれも長浜ゴムのフィルム技術を移転活用したものであった。
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まらず，進歩した経営管理手法をも導入するとL、う観点からも，提携が推進さ

れることとなった訓。その際，外国の技術および資本を導入するにあたり，経

営形態については「経営方針を新規事業に実質的に反映させる」ことを根底に，

新会社を設立することに決定した。その上で，アメリカのぞンサント社州と提

携交渉に入り， 52年，モンサント化成工業の設立を見るに至ったのである。提

携契約の骨子は，①モンサント・ケミカ lレ社(モンザント社100%出資の子会

社)は，塩ピ樹脂の製造・加工および可塑剤の製造に関するノウハウを無体財

産として出資(評価額約61億円)ずる，②三菱化成はこれに対し，四日市およ

び名古屋工場の設備の現物出資と若干の現金出資(合わせて約59億円)をして，

新会社モンサント化成を設立する(資本金の持ち分はモンサント・ケミカル社

51 %，三菱化成49%)'ヘ③モンサント社は，提供するノウハウに対して，ロ

イヤリティまたはライセンスフィ一等の対価を要求しない.④契約期間は10年

とし，その後更新もできる， 主いうものであった山。当時の技術導入は，ロイ

ヤリティを支払って特許権あるいは製造技術を得るのが一般的であったが，モ

ンサント化成の場合，両者の現物出資による新会社の設立で，経営権・利益を

平等とし，モンサント社は利益配当のみを受け取る形となっている。前述の日

39) r外国技術および外国資本を導入するにあたり，経営形態をどうするかという占について，当
初，①三菱化成の化成本部直轄工場としての経営，③長浜ゴムの拡張事業としての桂官，①東邦

化学の拡張事業としての経営，④新規別会社設立による経営，の 4案について検討されたが，三

菱化成は凶経営方針を新規事業に実質的に反映させる"ことを捜底に 資金調達，計画の進行

役員の問題，東邦化学とり関係 t~ どから，①案と③案の混合による新会社設立が最善策であると

の結論に還した」。前掲『三菱モンサノト化成30年史J26ベージ。
40) モンサントネ土は， 1901年設立のサッカリンメーカーで!企業の買収を重ねて事業を拡大してき

た。事業内容は 合成ゴム タール製品，合成樹脂化学肥料などと幅広<.総合化学企業と L

て， 49年時点で，アメリカの化学企業中，総資産で第 61st.純利益で第 5f立を占めた。塩ピ樹脂
に関しては， 38年に研究開始， 44年パイロット・プラント稼働， 47年には本格的に士業化してし、

る。 51年には塩ピモノマ一年産約 5万屯で，全米の塩ぜそノマ一生産量の約30%を占めるよう

になった。前掲 I三菱モンサ J ト化成30年史J47-8ベージ。
41) 出資比率はその後両者均等の50%: 50%となるが この間の経緯については前掲 f三菱そンサ
ント化成30年史J50-55ベージに詳しい。なお これを含めてぞンサント社との提携交渉の全般
的経過については，前掲『三菱モンサント化成30年史J48-59ベ ジ，および前掲『三費化成社
史J171べ - :J， 参照。
42) 糟谷定彦「我国塩化ぜニ ル工業の基盤と性格J(四)r産業金融時報j第52号(目本興業銀行
調査部， 1952年6月) 24-5ベージ。
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本ゼオンの場合と比較して，外資との結びつきが密接で，経営参加も認めてい

る点が特色と言える。モンサント社の技術による懸濁重合法塩ピ樹脂は，良品

広留まり・品質ともに優れ，市場で高い評価を得るとともに，樹脂の生産・販

売シェアで10%前後を獲得するまでになった。

これより先，三菱化成は塩ピの事業化計画の中で，加工事業についても検討

を加え，長浜ゴムでのゴム加工の技術を活かして 1次加工までのメリットは追

求するとの観点から，加工事業への進出を決定した。その上で，機械操作を主

体とする加工工場と化学技術を主体とする重合工場とを分離する方針をとり，

名古屋の中日本重工岩塚工場の一部を買収して，名古屋加工部を設置した刷。

そこへ，長浜ゴムから軟質塩]-"加工部門の委譲を受け， 51年，重合土場にきき

がけ，名古屋加工部で塩ピレザーやフィ yレムの大々的な生産体制を確立し，と

くに農業用塩ピフィルムの分野で急成長を遂げた叫のであるo

6) 以上のように，三菱化成の場合，四日市地区での塩ビ企業化の方針を決

定した後，①カーパイド源と用地確保のため，東邦化学に資本参加の上吸収合

併し，②塩素源と用地確保のため，東海硫安に資本参加して傘下に収め，③長

浜ゴムでの軟質塩ピ加工の技術を基礎に，自社内に加工部を設け，④長浜コeム

は存続したまま硬質塩ピパイプ中心の展開を行い，①モンサント・ケミカル社

の技術および資本を導入してモンサント化成を設立し.これらを統合して塩ピ

事業の飛躍的な展開を図ったのでPある。ぞれが今日の四日市地区における三菱

グループの石油化学コンピナート展開の端緒となったことは言うまでもなし、。

III 塩ビ産業勃興の背景

多数の化学会社が塩ピを企業化した様子を，代表的な数社について見てきた。

以下，これらの事例から，戦後一時期に塩ピ産業が爆発的に急成長し，短期間

43) r加士士場については，①大消費地に近いこと.G:平素から従業員が流行に接する機会の事い
こと，③ほこり，煤煙の少ないこと.<D加工工場と重合工場の一貫性が図れること，などを基本

的立地条件として，用地の選定を行ったJ。前掲『三菱モンサント化成30年史j32ページ。
44) 前掲，岡本. r経済論叢J.177-9ページ。
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に産業基盤を確立していった背景を探って見ょう。

1 戦前からの継承要因

(1) 何よりも大きいのは，戦前に蓄積された技術基盤である。戦前の日本の

化学工業は，硫安を中心とする化学肥料などの無機化学が中心であヮた。有機

合成化学については. 1940年の「有機合成事業法J4S1の制定により，軍需物資

である合成ゴムや人造石油の国産化のために，ようやく研究開発が積極的に進

められるようになったへこれらの技術の蓄積が，戦後の有機合成化学展開の

基礎となったのである o 戦前すでに塩ピの工業生産の域にまで達していた日本

窒素や横浜護諜などの国産技術や，合成ゴムを研究した各社の，製造および加

工の技術は，戦後における塩ピ樹脂の技術的基盤として極めて大きい意味を

持った。と〈に，ゴム加て技術は，その設備主主もに，戦後の塩ピ樹脂加工の

先導的役割を担い，塩ピ製品の消費市場の急拡大と相まって，塩ピ樹脂の囲内

生産を大きく促す結果となった。

(2) 次に，戦前回内にあった水力発電所，カーバイド工場および電解工場な

どが. [第 3表〕に不したように，ほとんど戦災を受けずそのまま戦後に継本

されたことも見逃せなL、。水力発電所やカーバイド工場は，いずれも水量や石

灰石の豊富な東北・ lヒ陸・中部や九州|などの辺地に分散立地していた。また，

塩素i原としての電解工場も，全国各地に散在していたため，集中的な戦災を被

45) 有機合成事業法は1940年4月，同施行令は翌日年1月に公布施行された。同法の適用対象は，
合成ゴム(クロロプレ〆系，プタジエン系)を始め，有機合成化学薬品類(酢酸，アセトン等)，

重合繊維および各種革合物(ピニ ル系，アクリル系)など18品目であった。この法律による具

体的処置は，①指定有機合成品の製造及ひw究に対する奨励金平補助金の支出，②法人税，地方
視の 定期間の免除，③輸入機械器具の免税，③社債発行の商法制限以上の許可，⑤競合製品輸

入への高率関税，等で，この法律の制定により， r政府は従来の代用品奨励活動平場当たり的な
応急政策を脱l.-，プラスチック工業の川ックアップに本腰を入れ始めた」。前掲『日本ゼオン二

十年史J24-5ベージ。
46) rアメリカ石油の対日禁輸ほしだいに強化され，寓オクタン価ガソリンの輸入途絶により，有
機合成品工業は液体燃料の確保のため，その重要性がL、ちじるしく増大してきた。また，天然ゴ

ムはすべてを海外に依存してるところから，ゴムの確保には人造ゴム合成に関する工業主技術の

飛間的な前進をほかることが軍事焦眉の課題であった」。通商産業省編「化学工業J(上巻)r商
工政策史J第十巻(商工政策史刊行会， 1968年)276ベージ。
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第3襲 太平洋戦争によるわが国の被害(工業的生産設備能力の被害)

業 種 単位/年 1944年末 被 害 被害率 45年B月

火力電気 1，000 KW  2，450 741 30.2% 1.680 

水力電気 1守口00KW  6，074 。 。 6司233

石油精製 1，000 K J 3‘739 2、169 58.0 1，443 

硫 安 トン 1，659，000 897，000 54.1 762司000

石灰窒素 トン 356，00口 8.000 2.2 344，000 

過りん酸石灰 トン l、861，000 303，780 16.3 1，557，220 

ガーパイド トン 379，200 6，000 1.6 373、200

苛性ソーダ トン 722，550 257，860 35.7 464句690

コー ム トン 62町976 26句880 42.7 36，096 

(出所) 通商産業大臣官房統計課編『戦後経済十年史J(1954年)448-9ページ。
日本化学工業協会編『日本の化学工業三十年のあゆみJ(日本化学工業協会， 1979年)
4-5ベージより作成。

ることも無<，戦後に受け継がれたのてマある。このように，塩ピの基礎原料部

門の生産設備が，戦前から引き継がれた意味は大きかった。

(3) 塩ピ加工に不可欠の可塑剤については，戦前の花王石鹸でのヤシrJEの高

圧還元法に続き，協和醸酵での糖蜜醗酵法によるブタノール(人造石油用)の

製造技術が，戦後の可塑剤生産の端緒となった。}。戦後，新日本窒素が独自技

術でカーパイドからの誘導生産に成功して大量生産が可能となわ，塩ビの急成

長を支える大きな役割を担った。

(4) このように，わが国の戦後における塩ピ産業の急成長は.戦前から着々

と準備されていた技術的・設備的基盤に負うところ大であった。これら戦前・

戦中の遺産の上においてこそ， ~草ピ産業は開花したといえるであろう。

2 戦後の要因

戦後の要因としては次の諸点が考えられる。

(1) 連合軍総括令部 (GHQ)の民間情報教育部 (C1 E)が圏内主要都市

47) 戦前から戦後にかけての可塑剤の展開に関しτは，中山伊知郎他編『戦後日本化学工業史」
(化学工業日報社， 1943年)23ページに詳しい。
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に開設した図書館岨では，欧米の最新の技術情報を満載した専門誌がー般の閲

覧に供され，ここから得られた合成樹脂の製造・加工に関する情報は，戦後の

技術開発に大きく寄与した。塩ピについても，その思恵は非常に大きかった。

また，相前後してGHQにより公開された iPBレポート」叫は，主としてド

イツの極めて詳細な技術資料で，日本の化学工業界に大きな衝撃を与え，合成

樹脂の生産・加工技術の発展に測り知れね影響を及ぼした問。

(2) 49年から50年にかけて，東京工業試験所で行われた，塩ピの製造方法に

関する公開共同研究の意義も大きい。この公開研究は.化学工業11社から延へ

29名が参集して，集中的に行われた。その結果は研究報告書として公表され51!

化学各社の塩ビ製造技術に大きく活用されることになった問。

48) C 1 E園書館とは，敗戦撞，連合軍総指令部 (GHQ)民間情報教育局 (C1 E)が. In 

foration Centerとして全国主要23都市に設けたもので，丈化行政の一環として主として米英の

出版物を一般市民の閲覧に供した。英文の技術関係専門雑誌の中には・BritishP!astics"や

"Modern Plastics"など，塩ピ関係の最新の情報が豊富に含まれ. r化学技術者は特にプラスチッ
クの外国の進土台に驚異の目を奪われたJor日本の塩化ピ二一ル産業」編集委員会編 f日本の塩化
ビニール産業J(日本ピニール商業連合会. 1979年)14ページ。
49) ドイアの敗戦を契機に，アメリカはドイツを中心とする旧枢軸国の技術調査に全力をあげ，

1945年 6月，アメリカ商緋省出版委員会 (The-Offtce of Publication Board， Department of 

Commerce)を設けて，膨大な文献の整理に当たった。その後46年 1月から出版委員会の頭文字

をとり.rp BレポートJとして，ナンパーをつけて順次発表した。日本化学工業協会緬 I日本
の化学工業戦後三十年の歩みJ(日本化掌工業協会. 1979年)55ページ。
50) 日本の化学技術者が大きな影響を受けたことは，多くの会社の社史でも触れられている。たと

えば.r化学肥科中心に復興古遂げたわが国化学企業は，欧米先進国かb 技術的刺棋を受け，
経営多角化に意欲を燃やし始めた。 アメリカからもたらされたPBレポートなど各種の技術

情報で，わが国化学企業に戦中戦後の空白の大きさと新しい発展の可能性を感じさせるに十分で

あった。 ー」前掲『三菱r由化30年史J20ベ ジ。
51) 工業技術庁東京工業試験所における塩ピ製造技柿tの共同研究は，同所技師水谷久 の王導で行
われた。参加者は，昭和電工，呉羽化学各 6.電気化学4. 日産化学l 北越電イヒ各 3. 中越電工

2， 日本曹達，日本軽金属j 旭電化，東洋曹達.日東化学各 l名，合計11仕， 29名におよび，当

時の化学工業各社の塩ピ企業化に寄せる関心の大きさを窺わせる。その研究結果は.r塩化ピニ
ル樹脂製造に関する研究」と題して 9田に亘り詳細に公表された。『東京工業試験所報告』第羽

田(工業技術庁東京工業試験所， 1950年)41-291ペ ジ。

52) この公開研究への傘下各社は，いずれも技術的に大きい影響をうけた。呉羽化学， 日本軽金属

(後の日本ゼオン)，電気化学の3社は直ちに塩ピの企業化を計画した。前掲 f日本の化学技術1
143ページ。たとえば呉羽化学の場合. 49年!重合技術習得と同時に，東京都月島にピニール研

究所を設け，基礎研究を開始した。呉羽紡績株式会社 f呉羽紡績30年J(呉羽紡績株式会社!
1960年) 118ベージ。その他，日本軽金属 電気化学。加工部門では積水化学の社史にも記述が

あるG
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(3) 加工分野では大型加工機の輸入が始まり，塩ビ専用の大型カレンダー機

や射出成型機さらに押出成型機等が輸入され，また，加半機に関する技術提携

や，類似機種の国産も始まった。こうして，加工機の発達が急激に加速された

結果，加工製品の大量生産への道が大きく開かれることとなった。

(4) 大手メーカーが，自ら直接，塩ピ製品の加工をはじめ，市場の開発・確

保に積極的であったことも，塩ピ産業の急成長に大きく寄与した。とくに，モ

ンサント化成や三井化学による軟質堀ピフィルム分野，鐘淵化学や古河電工に

よる被覆電線分野，また積水化学や三菱樹脂による硬質塩ピパイプ・継手分野

での市場拡大は，産業資材分野への大量生産販売体制の確立となり，塩ピの産

業基盤を強固にすることに与って力があった。

3 業界団体と政府の動き

このような戦前，戦後の要因に加えて，これらを補完する役割を果たしたも

のとして，関係業界団体の動きと，それと密接に連動した政府の役割も無視で

きない。両者は，塩ピ産業の急成長の時期にあって，それぞれの利害関係や政

策展開と絡んで，非常に複雑な動きを見せたが，ここでは時代の進展にともな

って現れた特徴的な具体的事実を中心に，それらが塩ピの産業基盤確立に，い

かに重要な役割を果たしたかをみることとしたL、。

(1) 先に，戦前のゴム加工技術が戦後の塩ピ加工に大きく役立ったことを見

たが，戦後，ゴム加工業界の果たした役割は大きかった。原料ゴムの枯渇から，

ゴム加工業界では塩ピ加工に転身するものが相次ぎ，一方，塩ピ加工機の輸入

や大型化が進んで，塩ピ樹脂の消費が急増するのに伴い，需給が急速に逼迫し

た。このためゴム加工業界は，原料樹脂の輸入を政府に強く要請しペ同時に，

化学工業各社に対しては，塩ピ樹脂の増産か輸入かの二者択一を強〈迫った。

53) 日本ゴム工業会は。 1948年塩ピ樹脂のλクヲップ輸入を陳情したが，そのと哲陳情書の中で，

たとえそれらが輸入きれても塩ぜ樹脂メーカーには配分を行わずに加工業者に優先して引き捜す

よう強調した。日本ゴム工業会『日本ゴム工業史J第Z巻(東洋経済新報祉. 1969年)765-66 
ベージ。
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このように，塩ピ樹脂の早期増産を外部から促したことが大きな刺激となり，

化学各社は塩ピの企業化に拍車をかけることとなった。

(2) 塩ピ関係の業界団体が細分化され，それぞれの結束が強化されたことも，

注目される。戦前からあった「高分子化学協会」の中に. 48年「塩化ピニ」ル

樹脂工業懇談会jが設置され，それが50年. Iプラスチ yクス協会」の設立と

なった。その後， 日本ゼオン設立反対運動を契機として，塩ピ加工業者が「日

本ビニール工業会」として独立 (51年).さらに熱硬化性樹脂(フェノール樹

脂・ユリア樹脂など)メーカーも「合成樹脂工業会」として独立 (53年)した。

塩ピ樹脂の企業化ラッシュが一段落して. 12社体制に落ち着くとともに. 53年，

純粋に塩ピ樹脂メーカーの団体として「塩化ビニール協会」が設立された。こ

のような業界団体の細分化は，その後も， とくに加工・流通分野で著しく進

みペそれぞれ結束して業界活動を密度高く展開した。この結果，塩ピの生

産・加工・販売体制が急速に整い，塩ピ産業の基盤が強化されていったのであ

る。

(3) 通産省の行政指導の徹底と官民協調が実効を上げ始めるのもこの時期で

あった。 49年，商工省は. (第4表]に見るような「合成樹脂 5ヶ年計画」を

発表した。これを皮切りに，塩ピの急成長に伴って，再三にわたり計画修正を

くり返した。 54年以降は. (第 5表]の通り，石油化学系樹脂の生産開始を折

第4表商工省策定の第 l次合成樹脂五ヶ年計画(1944年) (単位;トン)

1948 (実績) 49 50 51 52 53 

塩化ピニ ル 日 200 1.000 1. 500 1.800 2守口:10

酢酸ビニール 360 900 2日目。 3，700 5，500 10.000 

酢酸繊維素 156 350 600 1.100 1.600 2.000 

石炭酸樹脂 2.100 3.310 4.720 6.300 8.010 10.000 

尿素樹脂 1.600 1.830 2.040 2.280 2.520 2.7日O

(出所〉 塩化ビニール協会『塩化ビニール工業の歩みJ(J 964年)38ページ。

54) その後の，とくに加工・流通段階での業界同体の設立の経過については 前掲『円本町塩化ド
ニール産業j付属年表に詳しし、。
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第5表塩ピ五ヶ年計画の変遷 (単位千 1ン)

年・月 計画内容 1953 54 55 56 57 58 59 60 61 

1954年3月 塩化ビニール工業育成要望書 28 40 45 50 60 

1954年4月 通産省合成樹脂増産育成対策 26 40 45 50 55 

1955年5月 通産省合成樹脂5ヶ年計画と

その経済効果 30 40 45 50 60 

1955年6月 通産省合成樹脂工業の育成 30 40 45 50 55 

1956年3月 通産省カーパイド工業及び

タール工業育成対策 23 25 55 60 65 70 72 

1956年5月 通産省合成樹脂

種類別生産項目の修正 23 37 55 60 65 70 72 

1956年 通産省有機第一課課内推定 67 105 130 150 170 180 

生産実績 14 22 32 56 109 92 180 258 309 

生産能力 133 171 206 269 348 

(注) 単位は千トン以下四捨五入。

(出所) 通商産業省統計n 前掲『塩化ビニール工業の君主みJ55ベージより転載。

りζんで，毎年のように「合成樹脂5ヶ年計画」を策定し続けた。そのなかで，

塩ピ樹脂については，塩化ピニール協会との共同作業により， 59年の第 1次か

ら， 79年の第5次まで，塩ピ増設枠の認可作業を通じて，集中生産方式への指

向を強めた。とくに62年の第 3次増設枠決定の段階からは，石油化学工業育成

の観点に立って， [第6表〕に見るように，塩ピ原料を石油化学工業に組み込

む方向を明示して，塩ピの大量生産体制jによる成長を約束した。塩ビ産業は，

石油化学工業時代への転換を迎えても，新たな成長を続けることとなったのて♂

ある。

IV おわりに

日本における塩ピ産業が，戦後1950年前後から爆発的ともいえる企業化ラッ

シュによって急成長し，極めて短期間に大きな産業基盤を固めた経過を，代表

的な数社の企業化の実例を通して検証し，その背景について検討した。戦前・

戦後の幾多の要因が重なり合って，塩ピ産業の;急成長に繋がったことが明らか
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第6表塩ピの第 3次増設計画 (1962年 9月実施) (単位 トン/月)

既設能力 第3次増設枠 増設後能力

EDC法
日本ゼオン 3，900 1，400 5，300 

鐘淵化学 3，500 1，400 4，900 

日本カーパイド 2，300 1，100 3，400 

三菱モ〆サント化成 2，100 1.000 3，100 

呉羽化学 1，960 1，6口3 3，560 

一井化学 1，800 1，100 2，900 

f主 興 社 1，415 1，100 2，515 
ノj、 計 16，975 8，700 25，675 

カーバイド1去

信越化学 2，700 1.000 3，7口D

新日本窒素肥料 2，500 1，000 3，500 

住友化学 2，000 900 2，900 

日 信化学 1，900 600 2，500 

郡馬化学 1，200 600 1.800 

電気化学 1.000 600 1.600 

東亜化学 500 500 1，000 

計 11，800 5，200 17，000 

合 言十 28，775 13.900 42，675 

li主) 前掲『塩化ビニールの揖みJ47ベ ジ。

となったが，大きく要約してみると，次のようになろう。すなわち，戦後日本

の塩ピ産業が驚異的な発展を遂げた背景としては，①まず，戦前からのカーパ

イドおよびソーダ・塩素工業の発展ということが，基礎的条件として存在して

いたこと，②技術面でも，戦前すでにア七千レン系誘導体を中心とする有機合

成化学の製造および加工技術が確実に進んでいたこと，③戦後公開された海外

の優れた技術情報と国内での技術公開により，飛躍的な技術の進歩と普及が

あったこと，③戦後，各社の塩ピ企業化にあたって，さまざまな形での政府の

合成樹脂産業育成政策が行われ，それに対して塩ピ関係の各業界が協調して対

応した，等の諸点が考えられる。これら幾多の要因が重なり合って，戦後日本
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の塩ピ産業の急成長と産業基盤の確立をもたらしさらには，その後の石油化

学工業時代の幕開けを準備することにつながっていったのである。


